
Ａ－7 愛媛県空き家相談体制整備事業 

事業主体 特定非営利活動法人 愛媛県不動産コンサルティング協会 

対象地域 愛媛県全域（20 市町） 

事業概要 

・愛媛県全域を対象とした相談体制を、県、宅建協会、全日本不動産協会、建築士

会、社会福祉協議会等と連携して整備。 

・広域相談窓口 1箇所を松山市内の協会本部に設置し、全県での相談に対応。 

成果計測指標 

（相談対応件数） 

空き家所有者本人及び 

その家族等からの相談件数 

空き家利用希望者 

からの相談件数 
合計 

平成 26 年度の実績 ２２件 ０件 ２２件 

事業期間内の目標 １５０件 ３０件 １８０件 

本事業期間内の成果 

（H28 年 2 月 26 日時点） 
７５件 ５件 ８０件 

 

1. 事業の背景と目的 

平成 25 年度「住宅・土地統計調査」では、愛媛県の空き家率は、17.5％と全国第 6 位、別荘など

の二次的住宅を除く空室率は 16.9％で全国第 2 位となった。そのようななか、平成 26 年度事業に

おいては、空き家に関する基礎情報調査、関係する事業者リスト作成、関係団体との連携構築等を

実施したうえで、実際の相談窓口業務を開始した。今年度はさらに関係団体との連携を拡充、効率

的かつ効果的解決策を提供するために相談員の研修会を開催するとともに、県内 20 市町の相談窓口

とも密接に連携するなど「空き家相談のワンストップサービス」を構築する。 

 

2. 事業の内容 

（１）事業の概要 

1） 相談業務に必要となる基礎情報調査  

①空き家管理代行サービス事業者の追加調査 

昨年度の調査で明らかになった南予地方をカバーする事業者不足を踏まえて、同地域内に 7 つ

のシルバー人材センターに取組みを働きかけた。 

県内 20 市町の相談窓口と支援制度の情報更新と窓口担当者との連携を図るため、直接訪問の

上、担当者と面談、相対にて各種支援制度や相談事例、取組内容等をヒアリングした。 

 

2） 相談員の研修・育成 

①相談マニュアルの更新 

昨年度の相談実績を踏まえ、各市町と再度調整を図り、相談対応フローの追加や基礎情報調査

結果等の反映、相談・解決事例追加するなど、内容の更新を図り、完成したマニュアルを当協会

員ならびに 20 市町相談窓口に配布した。 

②研修用資料の作成（ナレッジ集他） 

空き家相談室に寄せられた相談事例及び解決策、解決困難事例等を整理し、研修会用資料とし

て作成した。 
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③相談員の研修 

窓口相談員向けのステップアップ研修と、連携する 20 市町の相談窓口職員を対象とした基礎

研修として、更新した相談マニュアルの説明とロールプレイング形式の実践的な研修を行った。 

 

3） 空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

① リーフレットの作成・配布 

空き家の適正管理の必要性やよくあるＱ＆Ａ、窓口の紹介等からなるリーフレットを作成し、

20 市町や連携団体に配布した。さらに、利活用・売却と建物解体工事における注意点をシート化

し、相談時に相談者に配布した。 

②  ホームページの改修 

昨年度開設したホームページに、更新した各市町の各種支援制度や県内の空き家に関する

TOPICS、空き家所有者の管理責任、相談事例や解決事例などの情報を追加した。 

 

4） 相談事業の実施 

① 相談窓口の設置及び相談業務の実施 

不動産コンサルティングマスターを中心とする相談員を「一般相談チーム」と「問題解決相談

チーム」に編成し、相談対応。相談窓口担当者での対応が難しい場合には、「空き家問題特別委

員会」で協議するとともに、外部の専門家からアドバイスを得ながら対応した。 

② 専門相談及び苦情相談の取次ぎ連携体制の整備 

新たな専門相談先として、和解支援センター、土地家屋調査士会、司法書士会、不動産鑑定士

協会、弁護士会、税理士会と連携し、総合的な相談対応や問題解決に向けた体制の充実を図った。  

県内 20 市町とも苦情相談や専門相談等の相互の緊密な連携体制を構築した。 

③ 相談窓口の周知 

愛媛県や各市町のホームページや広報メディアを活用するとともに、ポスターやチラシを県内

の公民館や施設に配布した。また、市町との連携により固定資産税納税通知書等に空き家相談啓

発用チラシを同封した。 

 

5） 効果促進事業 

① 空き家の適正管理等の啓発セミナーの開催 

毎年 10 月の住生活月間に開催される「えひめ暮らしと住まいフェア」において当協会会員が

講師となり、空き家の適正管理の必要性や効果等に関するミニセミナーを開催するとともに、空

き家相談ブースを設置し、来場者へ相談対応を図った。 

② 県内金融機関との解体・除却融資設置に関する研究・協議 

管理・利活用困難な空き家をスムーズに解体・除却可能なように、県の協力を得ながら金融機

関に「解体ローン」の創設を働きかけた。 
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（２）事業の手順 

    交付決定（6 月 12 日）から事業終了までの間の事業の内容と手順を、以下のように進めた。 

表 1 事業の手順 

事業項目 細項目 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 

１）  

相談業務に必

要となる基礎

情報調査 

①管理代行サービス事業者の
追加調査 

         

②市町の各種支援制度・支援
事業の調査 

         

２）  

相談員の研

修・育成 

①相談マニュアル更新 
         

②研修用資料の作成 
 （ナレッジ集他） 

         

③相談員の研修 

        

 
 

３） 

空き家等の所

有者への情報

提供に資する

資料等の作成 

①リーフレット作成 

         

②ホームページ改修 

         

４） 

相談事務の実

施 

①相談窓口の設置及び相談業

務の実施 

           

②専門相談及び苦情相談の取

次ぎ連携体制の整備 

         

③相談窓口の周知 
         

５） 

効果促進事業 

①空き家の適正管理等の啓発
セミナーの開催 

         

②県内金融機関との解体・除

却融資設置に関する研究・
協議 

         

 

（３）事業内容 

1） 相談業務に必要となる基礎情報調査  

①空き家管理代行サービス事業者の追加調査 

昨年度は愛媛県内の空き家管理代行サービス事業者（55 社）を抽出したが、愛媛県内でも特に

空き家が深刻な南予地方をカバーできる事業者が不足しているという課題が明らかになった。 

そこで、今年度は南予地方の各シルバー人材センター、警備保障会社などの情報収集を行うと

ともに、提携に向けた働きかけを行った結果、実務可能と判断した南予地方内の 7 つのシルバー

人材センターと連携し、相談者に情報提供することになった。 

さらに、松山市シルバー人材センターに管理サービスの実施を働きかけた結果、同センターで

は空き家管理について空き家管理専門組織を構成し、除草や剪定、見回りなどをパッケージ化し

た商品を開発し、一般ユーザーの問い合わせに対しても対応できるような体制整備に至った。 

当協会からもセンターで業務を担当する責任者向けの勉強会に講師を派遣するなど協力体制を

整えた。 

昨年度から当協会内で継続協議していた空き家解体業者等の紹介方法に関しては、地域の解体

業者に対して統一フォームの見積もり依頼書を作成し、複数社に打診し回答を依頼者に開示する。

ポイントは、見積依頼書の内容をわかりやすくし、総額表示とする。そして、追加費用が一切か

からないよう事前にルール化することで、公平・中立・安心できる紹介方法とした。（図 2参照） 

20 市町の担当者を招集した研修会を開催（松山市） 

20 市町へ訪問・現場研修 

作成 配布 

改修 随時更新 

住宅イベント開催 エンパワー 

カレッジ講座（松山市） 
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図 1 松山市シルバー人材センター広告  図 2 解体業者（複数社）への見積依頼書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 市町の各種支援制度・支援事業の基礎情報調査等 

市町の窓口担当者と連携を図ることを目的として 20 市町の担当窓口を直接訪問し、支援

制度の変更や拡充を追加調査するとともに、空き家に関するトラブルや相談事例を把握した。 

把握した相談事例で多かったのは除却・管理の相談で、マニュアルの更新等に反映した。 

今年度新たに把握した市町の老朽危険空き家の除却支援制度は下記の通りである。 

 

表 2 老朽危険空き家等除却支援制度導入状況（抜粋） 

市 町 補助率 補助金上限 担当課連絡先 備 考 

八幡浜市 4/5 80 万円 建設課 0894-37-3111(内 8225) 対象区域限定 

西予市 4/5 80 万円 建設課 0894-62-6410  

上島町 4/5 80 万円 建築課 0897-77-2501  

松前町 10/10 限度額なし 
まちづくり課 

089-985-2111(内 2237) 

対象区域限定・土地の寄付前提 

別途、補助対象区域あり 

砥部町 4/5 80 万円 建設課 089-962-2323(内 266) 対象区域限定 

愛南町 4/5 80 万円 建設課 0895-72-1211(内 203)  

伊方町 1/2 50 万円 建設課 0894-38-2656 町単独事業 

 

2） 相談員の研修・育成 

① 相談マニュアルの更新 

昨年度は暫定版を作成し、県内の空き家の現状や相談の流れ、Q&A など空き家にまつわる

基礎的な情報をとりまとめた。一方で、愛媛県全域におけるワンストップサービスを円滑に

運用するためには各市町とのさらなる調整が必要であった。 
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そこで今年度は、各市町と再度、摺り合わせを行い、より詳細な業務フローの追加と市町

の各種支援制度や支援事業を可能な範囲で内容に盛り込み、実情に即したマニュアルとして

完成させた。主な更新内容は以下のとおりであり、作成したマニュアルは、当協会員ならび

に 20 市町相談窓口に配布した。 

・空き家相談対応の流れ（全体フロー図、相談・対応・解決の流れと付随する注意点） 

・空き家に関する相談・解決事例 

・市町担当窓口・支援制度 

・市町の老朽危険空き家等除却事業導入状況 

      ・県内主要金融機関の空き家解体ローン取扱い状況 

      ・相談取次ぎ先一覧表 

 

図 3 空き家相談マニュアルの内容（全体フロー図） 
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図 4 空き家相談マニュアルの内容（相談・対応・解決の流れと付随する注意点） 

 

6 

 



図 5 空き家相談マニュアルの内容（空き家に関する相談・解決事例） 
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②研修用資料の作成（ナレッジ集他） 

相談マニュアルとは別に、相談員や市町職員の研修用資料として、相談窓口に寄せられた様々

な相談内容と解決方法等をナレッジ集として取りまとめた。 

併せて、一般消費者向けに空き家相談室の活動内容がわかる「空き家相談室へようこそ」とい

う資料（全国や愛媛の空き家状況や空き家の問題点、空き家対策特別措置法の説明等も合わせて

記載）もとりまとめて研修会で活用した。 

 

図 6 研修資料（空き家相談に関しての回答書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 研修資料（主な空き家の種類） 
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図 8 研修資料（相談フロー） 

 

② 相談員の研修 

ⅰ）相談員のステップアップ研修 

昨年度も当協会窓口相談員に対して研修を実施したが、相続問題をはじめ複雑な問題が絡むケ

ースが多い空き家問題に対応するためには、さらなる知識の習熟が必要であった。また、各市町

と連携したワンストップサービスを実現するためには、当協会窓口担当者が運用スキームを理解

する必要があるため研修を実施した。 

「空き家相談室」の窓口相談員 20 名を対象に、当協会本事業執行部メンバーである不動産コ

ンサルティングマスターが中心となり、ADR 研修（紛争調停研修）やコンプライアンス研修、マ

ニュアルを使用しながら業務フローを確認、特に空き家処理に関しての注意点について、相談者

へのヒアリングなどの初期対応、正確な情報収集、その内容に基づいた適切なアドバイス・解決

方法について研修をおこなった。 

また、昨年度から実施している相談案件をベースに、 

実際に相談者に提出した回答書を活用しながら実務研修を 

5 月 30 日に続き実施した。 

 

日時／平成 27 年 8 月 7 日（金）13：30～15：40 

会場／ひめぎんホール別館（第 15 会議室）  

参加人数/20 名（空き家窓口相談員 20 名） 

 

写真 1 協会窓口相談員の研修の様子 
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i） 市町窓口相談員の研修 

愛媛県内におけるワンストップサービスを実現するために昨年度は各市町の担当窓口

との調整を図ったが、相談者とのコミュニケーションスキルや関連知識の習得をはじめ相

談員のスキルアップがサービス実現のためには大きな課題となった。 

そこで、上記課題を解決するために 20 市町の相談窓口職員を対象に、9 月 30 日（水）

に松山市にある愛媛県美術館において研修を実施した。内容は、相談室に寄せられた相談

の中から、どのような相談があり、どのように対応したか、どのように優先順位をつけて

相談事案を解決に導くかについて、相談実例等をもとに話し合った。 

 

写真 2 市町窓口相談員の研修の様子    写真 3 西予市における現場研修の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、各市町担当窓口のスキルアップや関連知識の習得につなげるために、平成 28 年

１月から 2 月にかけて県内 9 市町を訪問し、現場研修を実施した。期間内に訪問できなかっ

た市町については担当者割をして訪問研修を継続している。 

内容は、空き家マニュアルを活用し、県内の空き家状況や空き家の除却・活用（売買・賃

貸）・管理に関する基本的な知識習得と相談者への対応方法、記録の取り方や保管管理方法

などの研修、次に応用編として、実際の相談事例と回答を元に相談の内容を確認すると共に、

トラブルにならないための対応方法等を研修した。 

東温市からは、空き家と移住希望者のマッチングの協力要請があり、空き家バンク運用マ

ニュアルや啓発用のポスターやチラシの制作協力へも対応した。 

受講生の主な感想は下記の通りになる。 

 

       表 2 市町村相談員の主な感想・意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市町に寄せられる相談は既に建物が老朽化した危険空き家が多く、除去の話をすると行

き着くところ補助金問題となり、その後の進展がない。 

・ある程度利活用できる空き家に関しては、地元の不動産業者に協力を依頼するが、田舎

では不動産業者が少なく、また高齢化していて動きが鈍い。 

・移住・定住支援事業において空き家の活用を促しているが、移住希望者と空き家のマッ

チングが難しく、地域を挙げて空き家の掘り起こしをお願いしている。 

・除却の相談があった場合の業者選択が難しく、業者によってかなりの金額に差がある為、 

 できれば統一したマニュアルなどがあればと思っていたので今回の研修は参考になる。 

・県外からの空き家の管理の相談があった時、シルバー人材センターに依頼したが、同じ

市内でも範囲が広く、十分な管理ができないと断られた。今後は自治区での管理体制が

できないか検討したい。 
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2） 空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

① リーフレットの作成・配布 

空き家相談室の認知を高めるために昨年度はポスターとチラシを作成し、配布した。 

今年度は、空き家を放置することで起こりうる問題点や社会に与える影響、よくあるＱ＆Ａ、

空き家相談室の活用方法などを盛り込んだ告知ツールとしてリーフレットを作成し、20 市町の相

談窓口をはじめ不動産団体やシルバー人材センターなど連携団体に配布した。 

さらに、利活用・売却と建物解体工事における注意点をシート化し、相談時に相談者に配布した。 

    図 9 リーフレットの表紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 リーフレットの中面 
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さらに、利活用・売却と建物解体工事における注意点をシート化し、相談時に相談者に配布した。 

      

図 11 「利活用、売却及び建物解体工事における注意点」シート 
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② ホームページの改修 

昨年度、本事業専用ホームページ「空き家相談室」を開設し、サイト内において事業者リスト

やトラブル事例、適正管理のためのポイントチェック、よくある Q&A などのコンテンツを整備し

情報発信した。 

今年度は CMS を導入し、20市町の各種支援制度をはじめ県内の空き家関連情報をスピーディ且

つ効率よく発信した。また、愛媛県や各市町、連携団体のホームページと相互リンクを貼るとと

もに、空き家相談室受付表や空き家相談室のチラシをダウンロードできるようにし、愛媛県内の

空き家情報に関するポータルサイトの地位を確立すべく、アクセス数向上とホームページを経由

した相談件数の増加につなげた。 

 

今年度、新たに盛込んだ情報と主な情報更新内容は以下のとおり。 

ⅰ)TOP ページで「空き家を放置することで空き家所有者が社会的責任を負うことになるリ

スク」を表現した。 

ⅱ)TOP ページにて「新着情報」を設けて、国や県そして県内の各市町の取り組み等が一覧

で確認できるようにした。 

ⅲ)「新着情報」は、専門的な知識を必要としなくても WEB サイトのコンテンツ管理ができ

る CMS（コンテンツ管理システム）を導入、専門業者に依頼することなく自由に情報の

追加訂正作業が可能となった。 

ⅳ)県、市町、金融機関、シルバー人材センター等との相互リンクを実施、WEBサイトへの

アクセス数 UP に繋げた。 

ⅴ)空き家の除去に関する補助や解体ローンなどのお役立ち情報のコーナー設置と情報の充

実を図った。 

 

図 12 サイト構成図（網掛け部分：今年度の主な情報追加・更新内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トップページ 

新着情報 

県内の空き家状態と対応方

 

協会の取り組み 

空き家豆知識 

空き家所有者の管理責任 

空き家に関する注意点 

税金に関する情報 

空き家等の除去に関する補助

 

解体ローン 

サービス事業者リスト 

相談窓口のご案内 

よくある質問 Q&A 

サイトマップ 

個人情報保護について 

お問い合わせ 
は今年度追加したページ 
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図 13  サイトトップページ          図 14 新着情報ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

3） 相談事業の実施 

① 相談窓口の設置及び相談業務の実施 

昨年と同様、協会本部に相談窓口を設置し相談業務を行った。相談人員としては、全会員 42

名の内、相談員は全県下 20 名、地域性を考慮した人員配置から県の東部/5 名・中部/12 名・南

部/3 名とした。 

昨年度の相談業務では、相談窓口の周知を徹底する時間が少なく、結果として相談件数が目

標に大きく届かなかったことから、今年度はリーフレットの作成やホームページの改修、各市

町の広報媒体を活用することで相談窓口の周知を図った。 

また、相談体制を一部変更し、すぐに解決できる相談に関しては一般相談チームが対応し、

複合的な課題が絡むなど解決へのハードルが高い相談に関しては問題解決相談チームが対応し

た。 

具体的には、相談者の相談内容が単純明快で電話や NET で対応できるものに関しては、一般

相談とし、相談内容が複雑且つ対応方法が分野をまたぎ専門家等のアドバイスを必要とする場

合に問題解決相談とした。そして、問題解決相談チームでも対応が難しい場合には、「空き家問

題特別委員会」で協議した。空き家特別委員会は、相談員の中でも税金・相続・建築・ADR な

ど専門性の高い会員を中心に組織した。 

空き家相談の運用の流れ（上記図）では、相談者に対して回答書を提出することで相談業務

終了となるが、空き家相談者がその後の対応でトラブルに巻き込まれないよう「利活用・売却

における注意点」「建物解体工事における注意点」などのシートを作成し、配布している。 

ポイントとしては、問い合わせ相談先として、複数の公的団体・協会を記載し、ビジネス誘導

の不信感をもたれないよう公平・中立的な立場を堅持するよう配慮している。 
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写真 4 空き家問題特別委員会風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 変更した相談体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 専門相談及び苦情相談の取次ぎ連携体制の整備 

新たな専門相談先として、和解支援センター、土地家屋調査士会、司法書士会、不動産鑑

定士協会、弁護士会、税理士会と連携し、総合的な相談対応や問題解決に向けた体制の充実

を図った。 

相談者から専門相談があった際の対応の流れは、窓口担当者で対応できる場合は、その場

で対応し、対応できない場合は連携団体等と相談し後日回答することとしている。 

県内 20 市町とも苦情相談や専門相談等の相互の緊密な連携体制を構築した。 

特に、人口減少・空き家率が高い南予地方においては、市町との連携を強化できた。たと

えば宇和島市とは、相談内容を分類し、必要に応じて道路が接道を満たしているか？そもそ

も建て替えができるかどうか？など建築法上の基礎判断、インフラの整備状況などを事前に

調査し提供をしていただけるようルール化した。また、登記情報や公図の入手に関しても今

後は公費で対応できるよう検討を進めていただいている。 

東温市とは、市の空き家対策事業の広報 PR や庁内マニュアル作成などの委託契約を当協

会と締結するなど連携が図られている。 

■問題解決相談 

管理・売買・賃貸・解体 

相続・税金・資産管理等 

複合的問題 

 

 

空き家相談室 

(ホームページ）                    

■総合相談窓口■ 

■一般相談 

（管理・売買・賃貸・解体） 

 

 

窓口設置の 

協力要請 

市町担当相談窓口 愛媛県 

指導・助言 

情報提供 情報共有・連携 

【相談窓口】 【相談チーム】 

【愛媛県不動産コンサルティング協会】 【他の相談への連携体制】 

愛媛県宅地建物取引業協会 

全日本不動産協会愛媛本部 

管理代行サービス事業者  

愛媛県建設業協会 

愛媛県中小建築業協会 

愛媛県建築士会 

弁護士、税理士等 

県内金融機関 

 

      

空き家問題特別委員会
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③ 相談窓口の周知 

昨年に引き続き、県や市町の協力をいただきながらポスターやチラシを公民館や各種施設

に配布、また各メディアを通じて広報を強化した。 

また、本協会の自主事業（20 周年事業）として「どうする？！えひめの空き家問題」と題

するシンポジウムを開催（日時/平成 28 年 2 月 22 日（月）13：00～16：30、来場者数/約 400

名）し、広く空き家問題を提起するとともに、空き家相談窓口を周知することができた。本

事業を通じて、行政、県内、県外の各団体・協会とも事業連携を強化できる機会となった 

 

④ 相談実績 

・相談件数は 80 件 

・相談者は、親が年老いて死亡もしくは施設へ入所した、あるいは親を引き取ったので実家が

空き家になっているため子供が処分や活用に困って相談するケースが多くみられる。 

・相談方法は、電話 69 件（86）と圧倒的に多く、電話による相談時間は、初期相談の場合が

約 25 分程度、難易度が高い相談は約 50 分～70 分。 

・相談内容は、県外から権利関係に絡む複雑な相談が多い。また、除却に関しては、市町を経

由して相談に来るケースが特徴的である。まずは、市町に引き取ってほしいとの考えから、

ひとまず市町に問い合わせ、解決できないことから市町が空き家相談室を紹介するという流

れが推測される。 

・相談者の所在地別の相談方法は、県内、県外問わず、電話での問い合わせが多く、来訪は 7

件（県内 4 件、県外 3 件）と 1 割に満たない。相談内容が複雑なほど相対での相談が必要で、

相談者との会話のキャッチボールの必要性を感じる。単純明快な相談ならメールもあり得る

と思うが、やはり複雑な内容となると電話もしくは来訪しての相談となるのではないか。 

・相談者が相談窓口等を知った方法は、市町からの紹介が 31 件、ホームページが 27 件と多い。 

 

ちなみに、全体の相談内容を分析すると下記のようになる。 

・市町経由で寄せられる相談が多い 

最も身近な自治体である、県内市町に問い合わせることが最も多く、近所の空き家の苦情等

が寄せられる傾向にある。 

・県外在住者からの相談も 32 件（40％）と多い 

結婚や就職等により、現在は県外に在住しているものの、自己所有物件が愛媛県内にあり、

管理に苦労している（なんとか処分したい）との相談が多く寄せられた。 

・売却相談が 36 件（45％）と最も多い。 

できれば売却して手放したいとの意向が最も多い傾向にある。しかし、空き家の老朽化が進

行し、しかも狭小地であったり、需要が多く望めない地域であったりするケースが多く、資

産価値が低く、建物除去費用が捻出できない場合も多く売却に至るのは困難な事例が多い。 

 

また、問題解決の難易度の高い相談事例としては下記がある。 

・建物の解体はできたが、調べてみると土地の名義が、他人の名義のままであった。 

・元所有者が自殺した事故物件について、その相続人に対し、相続放棄と、認知症になってい

る相続人の内の１名の後見手続きの助言をしている。 

 

なお、活用、解体に至った件数は 9 件（売買 3 件、賃貸 1 件、管理１件、解体 4件） 
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【空き家除却案件の場合の延べ相談対応日数】 

・特別委員会での対応はその 1 物件につき調査時間が 60 分、委員会での検討が 120 分、その

他に担当者が権利関係の調整をするなど最終結論に至るまでにかかった日数が約 40 日とロ

ングランになる。 

＊案件により費やす時間が大きく異なるため、上記の期間はひとつの解決事例 

 

表 3 相談者及び相談内容別・相談方法別の相談件数 

 
相談方法 

電 話 メール 来 訪 相談会 その他 計 

空

き

家

所

有

者

本

人 

管 理 3     3 

売 買 22  3 3  28 

賃 貸 11     11 

解 体 13  2   15 

上記以外 3     3 

複 合      0 

小 計 52 0 5 3 0 60 

所

有

者

本

人

以

外 

管 理 1     1 

売 買 4  1   5 

賃 貸 4     4 

解 体 2  1   3 

上記以外 1     1 

複 合 0 1    1 

小 計 12 1 2 0 0 15 

空

き

家

利

用

希

望

者 

管 理      0 

売 買 3     3 

賃 貸 2     2 

解 体      0 

上記以外      0 

複 合      0 

小 計 5 0 0 0 0 5 

合 

 

計 

管 理 4 0 0 0 0 4 

売 買 29 0 4 3 0 36 

賃 貸 17 0 0 0 0 17 

解 体 15 0 3 0 0 18 

上記以外 4 0 0 0 0 4 

複 合 0 1 0 0 0 1 

計 69 1 7 3 0 80 

 

表 4 相談者の所在地別の相談方法 

相談者の所在地 電 話 メール 来 訪 相談会 その他 計 

府県内在住者 41  4 3  48 

府県外在住者 28 1 3   32 
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表 5 相談者が相談窓口等を知った方法 

集計開始時期：平成 27 年 3 月 14 日 

 

相談者 

の内訳 

具体的な方法 

事業主

体等の

ホーム

ページ 

窓口周

知チラ

シ、パ

ンフレ

ット 

都道府

県・市

町村の

広報誌 

都道府

県・市

町村窓

口から

の紹介 

連携団

体から

の紹介 

開催し

た空き

家セミ

ナー、

勉強会

等 

新聞・

雑誌・

テレビ

等のメ

ディア

情報 

その他
※5 

合計 

相

談

窓

口 

都道府県

内在住者 
15 8  21 2  2 5 53 

都道府県

外在住者 
12   10 2    24 

計 27 8 0 31 4 0 2 5 77 

出

前

相

談

会

等 

都道府県

内在住者 
      3  3 

都道府県

外在住者 
        0 

計 0 0 0 0 0 0 3 0 3 

 

6） 効果促進事業 

① 空き家の適正管理等の啓発セミナーの開催          

毎年 10 月の住生活月間に開催される「えひめ暮らし

と住まいフェア」において当協会員が講師となり、空

き家の適正管理の必要性や効果等に関するミニセミナ

ーを開催。 

日時/平成 27 年 10 月 24 日（土）・25 日（日）、 

10：00～17：00（25 日は、16：00 まで） 

会場/アイテムえひめ  

 

空き家相談室の周知も兼ねて住宅イベント「えひめ暮らしと住まいフェア」内に無料相談

コーナーを開設。一般消費者の空き家に関する各種相談に対応した（相談件数 3件）。 

日時/平成 27 年 10 月 24 日（土）・25 日（日）       

10：00～17：00（25 日は、16：00 まで） 

会場/アイテムえひめ 

主催/愛媛県住宅建設振興協議会 

 

 

 

 

 

写真 5 セミナーの様子 

写真 6 無料相談会の様子 

18 

 



② 県内金融機関との解体・除却融資設置に関する研究・協議 

今年度は相談案件のなかでも難易度の高い相談が増えることが予想されるなか、外部の連携団

体の専門家のアドバイスをいただきながら対応した。特に金融機関の解体・除却融資については

愛媛県と協力し、県内主要金融機関を訪問し、除却ローン等について協議をした。担当者との協

議の中で「空き家解体ローン」については十分理解が得られた。その結果、除却ローン創設に向

けて大きな原動力となった。創設されたローンは下記の通りである。 

  表 6 県内主要金融機関の空き家解体ローン取り扱い状況       2015年 10月 19日現在 

金融機関 ローンの創設状況 担当課 問い合わせ先 

株式会社伊予銀行 10月 1日開始 リテール推進課 089-941-1141 

株式会社愛媛銀行 9月 1日開始 企画広報部 089-933-1111 

愛媛県信用農業協同組合連合会 検討中 JAバンク推進部 
ローンサポートセンター 

089-948-5246 

愛媛信用金庫 7月 21日開始 営業統括部 089-946-1205 

四国労働金庫 11月 1日開始 愛媛営業本部 089-933-3671 

愛媛県信用漁業協同組合 検討中 業務統括部融資課 089-933-8718 

宇和島信用金庫 7月 1日開始 審査部 0895-23-7000 

東予信用金庫 10月 1日開始 審査管理部 0897-37-1313 

川之江信用金庫 7月 1日開始 業務推進部 0896-58-1300 

 

3. 事後評価 

（1）相談業務に必要となる基礎情報調査 

昨年度の調査で浮き彫りになった南予地方におけるサービス事業者の把握に関しては、シルバ

ー人材センターと連携ができることになり、大きな成果を挙げることができた。管理代行サービ

スなど連携事業者の情報収集には手間取ったが、最終的には各種サービス内容や料金等に関して

十分に把握することができた。 

一方で当協会の取り組みの特徴でもある県内 20 市町の相談窓口と連携した「ワンストップサ

ービス」であるが、各市町の担当窓口や各種支援制度の把握は愛媛県の協力を得ながら効率よく

できたものの、実際にサービスを運営する段階においては、各市町の組織面の課題もあり、緊密

に連携できているところと、そうでないところの差がある。 

 

（2）相談員の研修・育成 

作成した相談マニュアルに関しては、相談スタッフや研修を実施した各市町のスタッフ等から

概ね評価をいただいた。ただ、マニュアルの内容に関しては、相談案件に個別性があり、より複

雑化していることから、マニュアルは踏襲しつつも、相談領域ごとの回答集などをまとめた相談

回答マニュアルや解決マニュアルが必要であると考える。今後は、協会、スタッフが経験を重ね

ていきながら、マニュアル内容をブラッシュアップしていく必要を感じている。 

 

（3）空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

リーフレット等の資料に関しては、よくある Q&A 等が記載され受け取った方からわかりやすい

と概ね評価をいただいた。配布に関しては県や市町の協力を得ながら効果的にできた。空き家に

関しては案件ごとに個別性があるため、相談マニュアル同様、各種事例をできるだけまとめた事

例集を充実する必要があると感じている。 
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（4）相談事業の実施 

ホームページをご覧いただいて連絡をくださる相談者が多かった。また、他県のコンサルティ

ング協会など連携先からの紹介も増えてきている。一方で、深刻な相談となると、相談先として

安心があるのか市町経由が多かった。周知には、マスメディアや SNS、WEB を充実させる必要も

感じるが、草の根で行政の各種関連イベントなどの参加や講師派遣など両輪で活動することが必

要であると感じている。 

相談件数に関しては、目標に達せず満足のいく結果ではない。原因は、周知が至らなかったこ

と。また、専任スタッフが存在せず、日常業務の中でやりくりしながら対応せざるを得なかった。 

それぞれの相談事案に関しては、専門機関や関連業者の方々と連携をとり真摯に向き合い丁寧

に対応した。相談対応のみでなく解決までしっかり相談者に寄り添った取り組みができた。仮に

専門機関などの連携先に依頼した場合でも相談の丸振りはせず、共に解決することで双方のスキ

ルアップにつながっている。 

 

（5）効果促進事業 

セミナーやイベントを通して、最初は漠然とイメージしていた参加者がより現実的に身近な問

題として意識することになり、感謝されることが多くなった。 

事業を通じて感じたことが、空き家として顕在化する前段階から対策を講じる必要性。そのた

めには、空き家問題を自分の事として捉えていただくように促す必要がある。自分のこととして

考えるようになると人は動く。啓発を通じて空き家の対応でなく、空き家にしない取り組みが必

要であると考える。 

 

4. 今後の課題 

（1）除却対応しか処理できないような空き家は、まず市町に対して、引き取ってもらえないかと

いう相談が来るケースが多い。市町に断られた相談者が、空き家相談室に来る。そして、自力

で除却できない場合は、費用面などで解決が難しくなる。 

除却対応には、相談者やもしくは除却を行う事業者への補助が必要であると考える。費用面

の補助がない現状では、相続放棄問題は今後も少なくならないと感じている。相続直後であれ

ば民法 915 条による相続放棄は法的に可能であり、放棄された空き家の処理は裁判所にゆだね

られることとなり、もともとの問題解決にはならないことへの懸念がある。（権限が裁判所へ

移っても処理出来ない事情はかわらず放置されることになる）又、放棄は出来ない事案であっ

ても、当事者では解決が困難な場合、所有権自体を放棄したい（寄付や無償譲渡）という欲求

に対して、自治体が制度上の理由や固定資産税の減少の理由で対応できないのであれば、条例

により制度化出来ないか検討を待ちたい。（そもそも資産価値の著しく無くなった固定資産は

評価額も低いはずである。）さらに国もこの問題に一考するべきと考える。 

 

（2）空き家の処理の難しさは、「相談窓口へ寄せられる事案は簡単には解決出来ない背景があるこ

と」にある。何故かと言うと、当然ながら、簡単に解決出来るもの、例えばその不動産に経済

的価値があり、除却後処分・利活用できるものについては何らかの処理が容易にされるわけで

ある。 

自治体に寄せられる空き家の相談事案への一次対応は、大きく分けると①所在地の近隣住民

から自治体に苦情が寄せられた場合の所有者への要望・指導、②所有者本人からの相談に対し
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てはマニュアルなどでの対応、となるが、そもそも、容易に解決出来ない背景のある事案につ

いてはこの一次対応では解決に向かっていかない。そこには、背景（複雑な権利関係や、その

不動産の特殊事情、所有者の精神的要因）の絡み合ったものを解きほぐすためのスキルと、困

っている当事者に寄り添う努力が必要となる。 

   つまり、当協会のような民間の団体はその対応能力を持ち合わせていたとしても、一次対応

から次のステップに入るためには、有償対応でなければ事業が成り立たないことが一番の問題

であり、課題である。 

 

5. 今後の展開 

  ４の課題を受けて、今後は市町に対し次のことを要望したい。 

(1)一次対応をした上で自治体では深く入り込めない事案の二次対応について、当協会へ対応の要

請をする際、公費で入手した空き家不動産の登記情報・公図の提供をされること。（場合によっ

ては、空き家だけでなく隣接や周辺のものについても） 

(2)空き家となった不動産の敷地が、建築基準法上再建築が出来るかどうかの判断と見解を提供さ

れること。（インフラ情報もあわせて） 

(3)二次対応へ進むにあたり、相談者に対しこれから先は有償となることを伝えていただきたいこ

と。その場合、協会はその事案の見積りを個別に提供し、相談者の判断にゆだねる。 

(4)今後長期にわたって対応を迫られる空き家の増加に、市町と連携を深めて行きながら、当事者

からの経費の捻出が出来ない場合の公費支出の可能性について検討を願う。 

(5)１軒１軒の空き家をつぶしていくだけでは物足りない事案については、地域を俯瞰して見るこ

とにより、再生・加工まで図って行くことも視野に入れることを要望したい。 

(6)その先にある街づくりについても、意見交換をする場面を設けていただきたい。 
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